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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  407,837  269,048  156,478  65,163  47,407  98,074 40,715 

1 単 － 通常交付金
新型コロナ
ウイルス感
染症対策費

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,514 2,514 2,514 

①新型コロナウイルス感染症発生時の対応。
②感染症協議会委員報酬。公共施設消毒用物品購入。新型コ
ロナ感染症患者発生時等の職員対応時の時間外手当、島外搬
送患者の帰島旅費補助
③協議会報酬3,000円9名5回分。協議会会場使用料15千円。消
毒用消耗品等1,012千円。時間外手当1,152千円、帰島旅費補助
200千円
④知名町

－ － － － R4.4 R5.3

公共施設でのクラスター発生0を
目標とし感染症予防対策を徹底し
た公共施設の環境づくりを行い感
染拡大防止につなげる。

また感染症発生時に早期に専門
機関の協力の元に対応し、重症化
を防ぐ。

　協議会については感染症協議会
必要時に関係機関にファックスに
て通知。
島外搬送帰島時旅費については
対象者にのみ通知。
　地域住民へは感染症予防対策を
適宜放送やＨＰ掲載にて実施して
感染拡大防止へつなげる。

R4当初（地）

2 単 － 通常交付金

飲食店等営
業時間短縮
要請協力金
事業費

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 6,250 6,250 6,250 

①新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、食品衛生法
の規定により飲食店営業又は喫茶店営業の許可を受けた飲食
店等に営業時間短縮を要請し、協力いただいた事業者に対して
協力金を支給する。
②鹿児島県への負担金（負担割合：国８、県１、町１）
③町負担額＝50事業所×1,250千円×1/10＝6,250千円
・1/27～2/20実施分（25日間）
・2/21～3/6実施分（14日間）
④鹿児島県の基準に基づく対象事業者

○ － － － R4.4 R5.3 町内の飲食店におけるクラスター
発生件数０を目標とする。

知名町HPや防災無線放送、SNS
等のツールを活用し町内事業者に
周知を図る。

時短営業期間は、令
和3年度
①2022.1.27～
2022.2.20
②2022.2.21～2022.3.6

R4当初（地）

3

4 補 － 通常交付金

デジタル田
園都市国家
構想推進交
付金

内閣
府

○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 129,166 32,292 32,292 96,874 

①観光入込客数は平成30年には直近10年間で最多となる
89,045人を記録した。しかし、新型コロナウイルス感染拡大に伴
い、観光需要の停滞・団体ツアーが減少。それに伴い令和２年
度の観光入込客数は51,936人と４割を超える大幅減少となった。
新型コロナウイルス感染拡大を受けた地域経済の活性化を目的
に都市部からのテレワークやワーケーションニーズをどのように
獲得していくのかが、今後のまちづくりに大きく影響を及ぼすと
考えられる。コロナ禍で企業誘致を積極的に行うために必要な
サテライトオフィスを整備することで、 企業との関係性を構築し、
知名町でのテレワークやワーケーションを推進する。
 企業誘致・誘致企業人材の関係人口化・関係人口の地域の担
い手化と移住促進等を目的としたワンストップ窓口の整備を実施
する。
②サテライトオフィス整備、コワーキングスペース整備、プロジェ
クト推進費、進出企業支援補助費
③
・オフィス用コンテナハウス設置（30,000千円）＋電気通信環境整
備（3,716千円）＋造成外構工事（7,000千円）
・ホテル改修コワーキングスペース設置工事(16,300千円）＋サテ
ライトオフィス設置工事（14,500千円）＋コワーキングスペースラ
ウンジ設置工事（9,500千円）＋電気通信環境整備（18,500千円）
＋ワークスペース兼宿泊スペース施設整備費(12,650千円）
・プロジェクト推進費（12,000千円）、進出企業支援金（5,000千円）

－ － － － R4.4 R5.2

令和７年度末時点のKPI
１．施設の利用者（延べ人数）
サテライトオフィス：2,400
コワーキングスペース：6,400
ワークスペース兼宿泊スペース：
360

２．施設を利用する企業数（社・団
体】
サテライトオフィス：5
コワーキングスペース：15
ワークスペース兼宿泊スペース：
10

知名町HP及びSNS等での周知。 R4予備費（国）

5 単 － 通常交付金
ゴミ処理施設
労働環境改
善事業

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 20,026 20,026 20,026 

①新型コロナウイルス感染症拡大による外出自粛の影響で、家
庭ごみが増加し、ごみ処理施設における処理量が増加に伴い作
業員の増員等が必要となり、処理施設内における３密の発生等
の労働環境の悪化が発生していることから、処理施設の改修を
行い労働環境の改善と３密防止による感染防止に取り組む。
②③実施主体である沖永良部衛生管理組合への負担金、補助
及び交付金20,026千円（知名町、和泊町構成団体負担金）
④沖永良部衛生管理組合

－ － － － R4.7 R5.3 衛生管理組合労働環境改善施設
整備一か所

知名町HP R4当初（地）

6 単 － 通常交付金

公金キャッ
シュレス対応
初期導入事
業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 1,122 1,122 1,122 

①キャッシュレス化による新型コロナウイルス感染症拡大の防
止。
②クレジットカード決済の取扱開始に必要な初期導入業務委託
費用。
③初期導入委託料　一式　1,１２２千円
④知名町及び町外の納税義務者

－ － － － R4.4 R5.3

対象公金（個人住民税（普徴）・固
定資産税・軽自動車税・国民健康
保険税（普徴）・介護保険料（普
徴）・後期高齢者医療保険料（普
徴）・公営住宅使用料・教員住宅
使用料・保育所保育料）の９科目
について 年間収納件数　約31,000
件のうちクレジットカード決済の割
合を令和3年度0％から令和4年度
2％、令和5年度3%を目標とする。

知名町HP、納税通知によるお知ら
せ等

R4当初（地）

7 単 － 通常交付金

コロナ禍・後
を見越した新
たな地域コ
ミュニティ構
築事業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 3,000 3,000 3,000 

①【目的】コロナ禍、コロナ後を踏まえ、コロナによる地域行事の
中止や、これまで人が集まって活動してきた集落において、既存
のコミュニティでは解決できない問題をどのように対応して持続
する地域づくりを行う仕組みを作る。
　【効果】感染症や時代の変化にも対応した地域コミュニティづく
りが期待できる。
③調査分析研修委託料　一式　3,000千円
④知名町（集落）

－ － － － R4.6 R5.3 集落活動におけるクラスター発生0
知名町HP及びSNS、区長会での周
知

R4補正（地）

8 単 － 通常交付金
フローラル
パーク休憩所
新設事業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 4,000 4,000 4,000 

①フローラルパークにおいて、既存の休憩所に加え新たなものを
新設することで、利用者の密集を避け新しい生活様式に準じた
施設利用を促進する。これにより、コロナ禍で外出控えにより心
身ともに多くのストレスが蓄積された利用者に対し、アフターコロ
ナに外出する動機付けを行い健康増進に寄与することを目的と
する。
②③工事請負費：4,000千円
④知名町

－ － － － R4.7 R5.3 施設整備１箇所（パーゴラ新設） 知名町HP及び広報 R4補正（地）

9 補 － 通常交付金
学校保健特
別対策事業
費補助金

文部
科学
省

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 900 450 450 450 

①各学校が新型コロナウイルス対策を徹底することで、児童生
徒の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実に継続
するため、学校の感染症対策等を講じる取組及び児童生徒の学
びの保障をするための取組を実施するに当たり、校長の判断で
迅速かつ柔軟に対応することができるよう、学校教育活動の円
滑な運営を支援する経費を補助する。
②事業費900,000円
③保健衛生用品等
④知名中学校　900,000円

－ － － － R4.4 R5.3 感染症拡大防止対策のため学校
教育活動への支援１校

知名町HP R3補正（国）

10 単 － 通常交付金
web会議機能
向上対策事
業

○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 848 848 848 

①コロナ禍でweb会議の頻度が増える中、設営に係る時間を要
することや、画面と端末の距離があり画面共有がしずらい状況
にある。本事業を導入することでweb会議のスムーズな開始と、
会議内容の充実を図る。
②備品購入費：コードレスを活用したweb備品848千円
③web備品848千円(424千円×2台）
④知名町

－ － － － R4.7 R5.3
web会議の準備時間の短縮
1会議当たり25分の準備時間短縮
（30分から5分へ短縮）

知名町HP及びSNS等での周知。 R4補正（地）

11 単 ○ 通常交付金

物価高騰緊
急対策知名
町プレミアム
付商品券事
業
（第３弾がん
ばる知名町応
援券）（総合
緊急対策分）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 56,400 16,000 16,000 40,400 

①長引く新型コロナウイルス感染症の影響により沈滞している
町内経済の回復を図るため、町が指定する事業者で利用できる
プレミアム付商品券を発行し、町民が利用することで経済の循環
を促し、町内の事業者の支援を行うとともに物価高騰に直面する
町民を支援する。
②10,000円/10枚1セットのプレミアム付商品券を5,640セット（町
の人口7月1日時点）発行し、購入者半額負担及び県負担額を除
く経費に交付金を充てる。
③（商品券56,400千円×0.5）-県補助金10,991千円＝17,209千円
うち、交付金活用16,000千円（通常分）
その他財源内訳（購入者負担分28,200千円＋県補助金10,991千
円＋一般財源1,209千円）
　負担金補助及び交付金　56,400千円
④指定する町内事業者及び町民

－ － － － R4.8 R5.3 商品券使用率95%以上（換金枚数
／交付枚数）

知名町HP及びSNS等での周知。 R4補正（地）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

0997-84-3156 119,160                                                                                                   

somu@town.china.lg.jp

通常分
既配分額（国のR3予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

通常分
既配分額（国のR4予算）

47,407                                                             

47,407                                                             

重点交付金分
既配分額（国のR4予算）

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算）

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算）

交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

38,571                                                                                                     

33,492                                                             

156,478                                                           

通常分　配分予定額計
（国のR3予算）

通常分　配分予定額計
（国のR4予算）

65,163                                                             

65,163                                                             

-                                                                    

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

移替先

15,646                                                                                                     

予算区分
個人を対象
とした給付
金等

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

222,965                                                                                                   

配分予定額計

-                                                                                                            

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算）

137,455                                                                                                   

2,649                                                                                                      

46,939                                                                                                     

交付限度額計

38,571                                                                            

137,455                                                                          

46,939                                                                            

38,571                                                                            

122,986                                                           

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

交付金の区
分

種類

鹿児島県

知名町

46534

総務課

岡越　豊

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

Ｎｏ

内

閣

府

利

用

欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付対象経費

222,965                                                                          

総務省

117,801                                                                          

46,939                                                                            

-                                                                                    

19,654                                                                            

-                                                                                    小計　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

予算区分
個人を対象
とした給付
金等

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金の区
分

種類Ｎｏ

内

閣

府

利

用

欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

12 単 ○ 通常交付金

物価高騰緊
急対策知名
町プレミアム
付商品券交
付事務事業
（第３弾がん
ばる知名町応
援券）（通常
分）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 3,013 3,013 3,013 

【№11に関連する事業】
①長引く新型コロナウイルス感染症の影響により沈滞している
町内経済の回復を図るため、町が指定する事業者で利用できる
プレミアム付商品券を発行し、町民が利用することで経済の循環
を促し、町内の事業者の支援を行うとともに物価高騰に直面する
町民を支援する。
②10,000円/10枚1セットのプレミアム付商品券を5,640セット（町
の人口7月1日時点）発行・配布・換金するための事務費
③・受付交付職員手当等(時間外手当)：653千円
・会計年度任用職員報酬及び交通費：6,700円×30日×2人＝
402千円、交通費4,200円×2人≒8千円
・需用費(消耗品費・印刷製本費)：129千円
・役務費(通信運搬費)：480千円
・委託料(デザイン業務等)：700千円
・委託料（換金業務委託料）：621千円
・使用料及び賃借料(会場使用料)：20千円
　事務費計　3,013千円
④知名町

－ － － － R4.8 R5.3 商品券使用率95%以上（換金枚数
／交付枚数）

知名町HP及びSNS等での周知 R4補正（地）

13 単 ○ 通常交付金

物価高騰緊
急対策マイナ
ンバーカード
取得促進商
品券事業（総
合緊急対策
分）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 56,400 56,400 56,400 

①マイナンバーカードの保有者並びに対象期間中のマイナン
バーカード新規取得者に対し、1人あたり10,000円分の商品券を
配布、利用することで、新型コロナウイルスの感染拡大と物価高
騰の影響を受けている町民及び町内事業者を対象に生活支援
及び地域経済活性化を図る。
②10,000円/10枚1セットの商品券を5,640セット発行し、カード保
有者及び新規申請者に配布する。
③商品券56,400千円（町の人口7月1日時点×10千円）。
【内訳】
・負担金、補助及び交付金(補助金)：56,400千円
④物価高騰に直面する住民

－ － － － R4.8 R5.3
マイナンバーカード交付率
44.1%（令和4年6月30日）→75%（令
和5年3月31日）

知名町HP及びSNS等での周知 R4補正（地）

14 単 ○ 通常交付金

物価高騰緊
急対策マイナ
ンバーカード
取得促進商
品券事業（通
常分）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 4,913 4,913 4,913 

【№13に関連する事業（推進事務費）】
①マイナンバーカードの保有者並びに対象期間中のマイナン
バーカード新規取得者に対し、1人あたり10,000円分の商品券を
配布、利用することで、新型コロナウイルスの感染拡大と物価高
騰の影響を受けている町民及び町内事業者を対象に生活支援
及び地域経済活性化を図る。
②10,000円/10枚1セットの商品券を5,640セット発行し、カード保
有者及び新規申請者に配布するための事務費。
③事務費4,913千円
内訳
・受付交付職員手当等(時間外手当)：653千円
・会計年度任用職員報酬及び交通費：6,700円×30日×2人＝
402千円、交通費4,200円×2人≒8千円
・需用費(消耗品費・印刷製本費)：129千円
・役務費(通信運搬費)：480千円
・委託料(デザイン業務等)：700千円
・委託料（換金業務委託料）：621千円
・使用料及び賃借料(会場使用料)：20千円
・通信運搬費（カード取得者への商品券送付　5,640人×435円×
75%≒1,900千円
④知名町

－ － － － R4.8 R5.3
マイナンバーカード交付率
44.1%（令和4年6月30日）→75%（令
和5年3月31日）

知名町HP及びSNS等での周知 R4補正（地）

15 単 ○ 重点交付金
原油価格高
騰対策バス燃
料補助事業

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

1,092 1,092 1,092 

①コロナ過におけるバス利用者(観光客等)が減少している中，
バス運行のための燃料費が高騰しており，運行事業者(沖永良
部バス企業団)の経営を圧迫している。そのため燃料費高騰分
の補助を行う。
②負担金、補助及び交付金
③令和３年度の燃料費：6,786,621円(A)
　 令和４年度の燃料費(見込)：8,970,632円(B)
　 (B)-(A)＝2,184,011円
　 2,184,011円÷２(知名町・和泊町)≒1,092,000円
　負担金額　1,092千円
④沖永良部バス企業団

－ － － － R4.7 R5.3
例年(異常年を除く)と比較して，補
助金交付後の燃料費の比較が
20%以内

知名町HP R4補正（地）

16 単 － 通常交付金
バスマップ・ポ
スター等更新
事業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 228 228 228 

①新型コロナウイルス感染症の影響により，観光客が減少しバ
ス利用者が減少している。バスの運行マップ,一日乗車券及びデ
マンド運行の案内ポスターの更新(感染防止対策の徹底・地域の
観光情報等を掲載)をおこなうことにより，アフターコロナに向け
て経済活動を活性化させるために整備をおこなうものである。
②負担金、補助及び交付金
③バス運行マップ、ポスター制作費
　 456,000円÷２(知名町・和泊町)＝228,000円
　負担金額228千円
④沖永良部バス企業団

－ － － － R4.7 R5.3

沖永良部バス企業団で運営する
路線バス及びデマンドタクシーで，
クラスター発生　0件
昨年度と比較してのバス及びデマ
ンド運行利用者数　20%増

ポスター・HP R4補正（地）

17 単 ○ 重点交付金
肥料価格高
騰対策事業

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

30,000 30,000 30,000 

①新型コロナウイルス感染症の影響及び肥料価格の高騰によ
る農業経営の影響を緩和する。
②令和4年6月から令和5年5月に購入した肥料で、化学肥料低
減の取り組みを行った上で前年度から増加した肥料費につい
て、その15％を支援金として交付する。
③町内の肥料販売額579,000,000円
支援金算定式［国の算定式に準ずる］
支援金＝（当年の肥料費-当年の肥料費/価格上昇率（1.7（10月
に国が公表1.7は試算に用いる数値））/使用料低減率（0.9））×
15%
 （579,000,000円－（579,000,000円/1.7/0.9））×15%≒30,000,000
④化学肥料の低減に取り組む販売実績のある農業者

－ － － － R4.6 R5.2 化学肥料低減に向けた取り組み
に2つ以上取り組むこと

知名町HP、案内チラシの全戸配布
及び各生産者団体による周知

肥料価格高騰対策事
業（農林水産省）

R4補正（地）

18 単 ○ 重点交付金
畜産飼料価
格高騰対策
事業

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

16,000 16,000 16,000 

①新型コロナウイルス感染症の影響による原油価格の高騰等
から配合飼料が大幅に値上がりした為、畜産農家に出荷頭数に
応じた補助金を交付する。
②負担金、補助及び交付金
③令和４年度内のセリ市への出荷頭数１頭あたり20千円を交付
する。見込子牛出荷頭数802頭（前年度実績）×20千円≒16,000
千円
④知名町に住所を有し、繁殖雌牛及び子牛を飼養している畜産
農家。

－ － － － R4.4 R5.3 対象畜産農家戸数　51戸
出荷頭数　  800頭

知名町HP R4補正（地）

19 単 ○ 通常交付金

さとうきび収
穫機械原油
価格高騰対
策事業

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 4,239 4,239 4,239 

①新型コロナウイルス感染症の影響及び原油価格の高騰等燃
料が前年度よりも大幅に値上がりした為、農業者に前年度との
差額分の補助金を交付する。
②燃料の差額購入費
③前年度燃料との差額27円×今年度使用量156,996ℓ
＝4,238,892円
④知名町に住所を有するハーベスタ組合

－ － － － R4.4 R5.3 事業対象機械組合数　36組合 知名町HP R4補正（地）

20 単 － 通常交付金

沖永良部島
水産物サプラ
イチェーン構
築支援事業

○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 94 94 94 

①新型コロナウイルス感染症の影響に伴う巣ごもり需要により，
家庭における島内産水産物の消費量が拡大しているが，供給事
業者（沖永良部島漁協）における製品製造後の長期ストックがで
きない状況である。そこで，超低温フリーザー導入に要する経費
の一部を補助することで，水産加工品等の安定供給及び魚食普
及の推進を図る。
②負担金、補助及び交付金
③超低温フリーザー導入（１基）費補助　総事業費627,000円
・知名町 94,000円
・和泊町219,000円
・漁　協314,000円
④沖永良部島漁協

－ － － － R4.11 R5.3 フリーザー整備１基 知名町HP R4補正（地）

21 補 － 通常交付金
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生
労働
省

○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,500 750 750 750 

① 町内対象施設において、職員が新型コロナウイルス感染症
対策の徹底を図りながら保育を継続的に実施するために必要な
経費を補助することにより、新型コロナウイルス感染症対策と、
園の環境改善を図る。（国1/2）
② マスク・手袋・消毒液等、感染対策において必要な物品及び
二酸化炭素濃度測定器等の備品購入費。
私立保育所：負担金、補助及び交付金
公立認定こども園：消耗品費、備品購入費
③ 公立認定こども園感染防止対策消耗品等500,000円×2園
私立保育所　補助金500,000円×1園
④ 認定こども園すまいる、認定こども園きらきら、しらゆり保育園
勤務職員及び園

－ － － － R4.4 R5.3 町内こども園保育園におけるクラ
スター発生0件を目指す。

知名町HP、園だより R3補正（国）

22 単 ○ 重点交付金
保育所等給
食支援事業
費補助金

○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

630 315 315 315 

① コロナ禍において物価高騰に直面する保育所等に対して必
要な経費を支援することにより、栄養バランスや量を保った従前
どおりの給食等の提供確保を図る。（県1/2）
② 負担金、補助及び交付金
7,500円（給食費基準単価）×物価上昇率（10％）×対象児童数
（毎月初日）の額を補助。
③ しらゆり保育園補助分630,000円のうち、町負担分315,000円
④ しらゆり保育園

－ － － － R4.4 R5.3
カロリーバランス、栄養バランスを
維持した給食の提供100%（従前比
較）

知名町HP R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称 総事業費

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

Ｃ ＤＢ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

事業
終期

事業
始期

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

予算区分
個人を対象
とした給付
金等

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金の区
分

種類Ｎｏ

内

閣

府

利

用

欄

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

23 単 ○ 通常交付金
子育て緊急支
援給食費軽
減事業

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 8,763 8,763 8,763 

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰に直面する家計へ
の負担軽減を図るため、町内小中学校の4カ月分（令和4年12月
～令和5年3月）の給食費及び物価高騰分を免除し、子育て世代
の負担軽減を図る。
②町内小中学校の4カ月分の給食費に係る費用を交付対象経
費として一般会計に充当する。
③小学校370人×給食費1日170円×70日=4,403千円
　 中学校160人×給食費1日200円×70日=2,240千円
　食材等高騰分　530人×20円×200日=2,120千円
　合計　8,763千円
④町内小中学生（教職員は除く）

－ － － － R4.4 R5.3 町内全ての小中学生給食費無償
化率100%

知名町HP、広報誌 R4補正（地）

24 単 ○ 通常交付金

物価高騰緊
急支援商品
券事業（非課
税世帯以外）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 47,310 47,310 47,310 

①新型コロナウイルスの感染拡大と物価高騰の影響を受けた非
課税世帯を除く低所得者等生活者を支援するため、１世帯当た
り30,000円の商品券を配布することにより生活者の負担軽減を
図るとともに町内消費の下支えを行う。
②負担金、補助及び交付金（地域商品券の配布）
③1577世帯（令和4年9月30日時点非課税世帯緊急支援給付金
と同一の基準日）×30,000円＝47,310,000円
④低所得者等の生活者（住民税課税世帯）

－ － － － R4.10 R5.3 非課税世帯を除く物価高騰の影響
を受けた町民（1,577世帯）

町HP、防災無線、対象世帯への通
知

R4補正（地）

25 単 ○ 通常交付金

物価高騰緊
急支援商品
券交付事業
（非課税世帯
以外）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 2,950 2,950 2,950 

【№24関連事業（推進事務費）】
①新型コロナウイルスの感染拡大と物価高騰の影響を受けた非
課税世帯を除く低所得者等生活者を支援するため、１世帯あた
り30,000円の商品券を配布することにより生活者の負担軽減を
図るとともに町内消費の下支えを行う。2,950千円
②非課税世帯を除く低所得者等の世帯に地域で使える商品券を
交付するための事務経費
③事務費2,950千円
内訳
・受付交付職員手当等(時間外手当)：320千円
・会計年度任用職員報酬及び交通費：6,700円×30日×2人＝
402千円、交通費4,200円×2人≒8千円
・需用費(消耗品費・印刷製本費)：81千円
・役務費(通信運搬費)：133千円
・委託料(デザイン・制作委託料等)：700千円
・委託料（換金業務委託料）：620千円
・通信運搬費（商品券送付　1577世帯×435円≒686千円
④低所得者等の生活者（住民税課税世帯）、町

－ － － － R4.10 R5.3 非課税世帯を除く物価高騰の影響
を受けた町民（1,577世帯）

町HP R4補正（地）

26 単 － 通常交付金
体育施設環
境改善事業

○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 6,479 6,479 6,479 

①町民体育館の新型コロナウイルス感染防止対策として、換気
用窓を設置し、町民に安全なスポーツ環境を提供する。
②町民体育館換気用窓取付工事　一式（換気用窓の整備　44か
所）
③設置工事費　6,479,000円
④体育館の利用者

－ － － － R4.11 R5.3

体育館における換気等感染防止
対策を徹底した上で、当該施設を
起因としたクラスター発生件数を
「0」とする。

町HP R4補正（地）
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